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立憲主義に基づく公民教育研究の改善
Improving Methods of Civic Education on the basis of Constitutionalism

桑　原　敏　典
(岡山大学)

Ｉ。はじめに一問題の所在一

本研究は
，現在，主張されている主な公民教育

論を取り上げて
，その主張を具体的な授業レベル

で検討し
，特徴や問題点を明らかにしたうえで，

公民教育研究の課題と改善の方向性を示そうとす
るものである。

「‾公民の学習は
，社会に出て役に立つとは思う

けれど難しいし面白くない
」，匚公民（社会科）は

知識を教え込むだけで
，社会に参加し行動する市

民を育てていない
」といった学習者や社会の要求

は公民教育（社会科教育）研究に大いに影響を与
えている
。どうすれば子どもたちに良い市民とし

てふさわしい資質を身につけさせられるか
，彼ら

を社会と積極的に関わらせ
，より良い社会を築く

ためにはどうすればよいかといった問いは
，公民

教育研究の重要な課題と捉えられている
。しかし，

匚良い
」社会または匚良い」市民とは一体何であ

ろうか
。厂良さ」は定義し得るのであろうか。厂良

さ
」を定義し，そこから教育を構想することで，
実際，より良い社会を形成することができるので
あろうか。

本研究では
，以上のような問題に答えたうえで，

これからの公民教育改善の方向性を立憲主義の思想を手掛かりに明らかにしていきたい。

ｎ。公民教育研究の動向と課題
１．現在の公民教育研究の動向

現在の公民教育研究の傾向として次の三曵を挙
げることができるのではなかろうかにれらは

，

社会科教育研究全般にも共通する）
。

①　（民主主義）社会のあり方が
，公民教育のあ

り方を示しているという考え方に基づく
。

②　社会の構成員として最も望ましい姿を想定し
，

それにふさわしい資質の育成を目指している。

-

③　社会を形成しているのは市民自身であるので
。

市民の考え方や行動を通して社会を捉えさせよ
うとする。
①は公民教育の原理

，②は教育目標，③は教育内

容選択の視点に関するものである
。

第
一の（民主主義）社会のあり方が公民教育の

おり方を示しているという考え方とは
，科学主義

の社会科が
，社会諸科学の成果と方法に基づき，

その知識や技能をいかに習得させるかという点か
ら教育の原理を導き出していたのに対して

，科学

ではなく社会そのものの原理に基づいて教育のお
り方
，特に授業のあり方を考えていこうとする主

張である1）
。授業は，知識習得または認識形成を

目指して組織されるのではなく
，クラスを一つの

社会とみなし
，様々な社会問題について民主的な

決定
，または合意がなされる過程として組織され

る
。そこでは，知識や技能の習得よりは，社会的

決定や合意形成の過程へ参加すること
，または参

加する意欲の育成がより重視される2）
。

第二の社会の構成員として最も望ましい姿を想
定し
，それにふさわしい資質を育成しようとする

とは
，認識形成や技能習得という知的側面だけで

はなく
，態度や行動も含め子どもの人格形成全体

に広くかかわり
，全人的な成長を促すことを授業

の目標とするということである
。そのため，問題

の原因や解決法を知っているだけではなく
，それ

を理解したうえで
，より適切な判断や決定，さら

には行動が重視される
。例えば，地球環境問題に

関して言えば
，その現状や原因を理解しているだ

けではなく
，その問題に関心をもち，実際に解決

のために具体的な行動をすることが目標とされな
ければならない
。その結果，認識形成や意思決定，

態度形成など学力をいくつかに類別し個別に捉えようとするのではなく，それらを一体のものとし
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て総合的に捉えようとする‰

第三の
，社会を形成しているのは市民自身である

ので
，市民の考え方や行動を通して社会を捉えさ

せようとするとは
，公民的分野の内容を，我々の

態度や行動を規定し束縛している社会の制度や仕
組
，国家の体制であると考えるのではなく，それ

らは全て社会の構成員としての市民が作り出した
ものであり
，そのあり方を見直すことは，自分た

ちの市民としてのあり方を批判し
，再構築してい

くことであるという考え方である
。そのための方

法と
して議論が重視されるＯ。
２．公民教育研究の課題と改善の方向性

前節の三点は
，現在主張されている主な公民教

育論に共通するものである
。ここでは，法教育，

市民社会科
，参加学習の三者を取り上げ，それら

を検討し現在の公民教育論の課題を明らかにして
いくことにしよう。

(1)法教育と
しての公民教育論

まず
，法教育について，橋本康弘氏が開発した

単元｢プライバシ
ーの問題から見る個人と全体の

社会的関係｣を取り上げ検討していきたい5)
。橋

本氏は
，法教育の最終段階として法批判学習が必

要であるとし
，その具体例として先の単元計画を

提案している
。法批判学習とは，橋本氏によれば，

現代社会を直接的に規定し
，現代社会を捉えるた

めに不可欠な規準である社会の中の２つの要素間
の社会的関係性を理解し

，状況に応じて作り替え

ていくことができるようになることを目指してい
る
‰橋本氏が開発した単元では，個人の利益と

社会全体の利益を調和(調整)させる規準が問題となっている。単元の概略を示すと以下の通りである。
１。単元名
｢プライバシーの問題から見る個人と全体の
社会的関係｣２．単元目標
プライバシーの問題についての裁判事例を検
討し，この問題に関わる個人と全体の社会的関
係性を理解し
，それに基づいて現行の法制度を

批判的に検討するとともに，関係性自体も見直
す。
３．単元の展開
導入：プライバシーの権利についての基本的
知識の確認
展開１－１
：プライバシーの侵害による小説出
版の差し止め訴訟の検討。原告と被告双方の

主張をトゥールミン図式を用いて分析するとともに，裁判結果を検討する。
展開１－２：政治家のプライバシーの侵害によ
る映画の上映差し止めを巡る訴訟の検討。原
告と被告双方の主張をトゥールミン図式を用
いて分析するとともに，裁判結果を検討する。
展開１－３：プライバシーの侵害をめぐる訴訟
に見られる個人と全体との関係性の検討
展開２：逮捕時の被疑者の顔写真と氏名の公表についてのルールの検討

先に述べた公民教育研究の傾向は
，橋本氏の唱

える法教育にもあてはまる
。すなわち，法教育の

原理は
，社会を規定している法・ルールのおり方

に基づいて構想されており
，目標としていること

は
，社会を規定している社会的関係性を作り替え

ることができる市民の育成である
。そして，その

ような関係性を捉えることが出来る問題が教材と
して取り上げられている

。さらに，橋本氏は，法

批判学習の意義を次のように述べている
。

法批判学習で市民は法（ルール）をフレキシブ
ルに作ることが可能になる

。法（ルール）形成を
担う市民を直接的に育成する学習と言えよう。そ
もそも法（ルール）は市民社会の基盤であり，市
民社会を運営するうえでは欠くことができない

。

市民社会の形成者としての市民は
，法（ルール）

を形成する市民でないといけないのであり，この
ような市
民を直接的に育成する法関連教育は，社

会形成者の育成を目指す社会科にとって「必要条
件」なのである7）。

以上のように
，橋本氏は，法（ルール）は，自

分たちで社会を運営していくために市民自身が作
り上げたものであり

，そのための能力は市民に不

可欠であると主張されている
。しかし，法は，市

民にとっては
，まずは国家権力との関係でとらえ

られるものではなかろうか
。そして，市民として

第
一に求められることは，自ら法を作ることでは

なく
，国家が定めた法の妥当性を吟味することで

はないか
。橋本氏は，プライバシーの権利を，権

利を侵害されたと訴えている個人と
，訴えられた

作家や映画会社など私人同士の関係から捉えさせ
ており
，その延長上に個人と社会全体の関係があ

ると考えられている
。しかし，プライバシーの権

利も
，まずは個人と国家権力（行政機関）との間

で捉えさせ
，その延長上に私人同士の権利関係を

位置づけるべきではないか
。そうしなければ，権

利主体である市民と，それを保障する国との関係
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が不明確となり
，ともすれば市民自身に他者の権

利を保障する義務かおるかのように捉えられはし
ないか
。以上のような疑問は，法教育が，法を市

民同士の関係性と位置づけ
，そこから社会全体を

捉えさせようとしていることから生じているので
はなかろうか。

（2）市民社会科としての公民教育論
次に
，市民社会科について，吉村功太郎氏の開

発した単元厂社会のル
ールと公共性：携帯電話の

使用制限
」を取り上げて検討してみよう8）。市民

社会科は
，匚従来の『公と私』の二元論的なとら

え方ではなく
，公的領域と私的領域との間に対抗

的に開かれる公共空間を措定し
，その公共空間」

である市民社会の原理に基づく教育論である
‰

しかし
，市民社会という概念自体は抽象的で，理

想としての市民社会または市民は
，現実には存在

し難いと
，吉村氏は述べられている。そこで，

匚理想型としての『市民社会』『市民』のあり方を
根本的に問うような社会的問題を子どもに提示し

，

その問題に対する様々な考え方を
，現実社会にお

ける様々な議論の内容をとらえさせ
，子ども自ら

もその問題について考えるような過程
」として授

業を構成することが求められるのであるlO）
。吉村

氏は
，市民社会の理想型を，私法が想定している

「自己と他者によって自律的に形成されている世
界
」11）とし，そのおり方を問う社会的問題として，

携帯電話の使用をめぐる社会の様々なル
ールやマ

ナーを取り上げた。単元の概略を示すと以下の通
りである。

１。単元名
｢社会のルールと公共性：携帯電話の使用制限｣
２．単元目標
携帯電話の使用制限をめぐる多くの状況の分析から，公共空間とは市民同士の合意による自
律的な空間であることを認識し

，それをふまえ
て公共空間としての社会のあり方を考える基盤
を形成する
。

３．単元の展開
導入：携帯電話の普及に伴う様々な社会問題の
認識
展開１
：自動車運転中の携帯電話の使用禁止を
取り上げて
，それが法律によって禁止されて

いる点について検討する
。

展開２：電車の中での携帯電話の使用と，航空

-

機の中での使用に関する状況の違いを確認す
る。
展開３
：道路交通法や航空法の改正過程の検討
から，使用禁止をめぐってなされた議論を確
認する。
展開４
：劇場等における携帯電話の使用禁止が
法律によるものではない点を確認し，その理
由を考える。
展開５
：ニューヨーク市の事例から，劇場での
携帯電話使用禁止を法的に強制するか否かについての議論を検討する。
まとめ
：これまでの学習を確認し，携帯電話の
使用禁止をどのような方法で行えばよいか状況に応じて考える。

市民社会科は
，市民社会の原理に基づいて教育

論を構築し
，市民社会の形成者としての理想的な

市民を目標として
，その市民のあり方が顕わにな

る社会問題を教育内容としている
。以上のことか

ら
，まさに，先に提示した公民教育研究の傾向と

合致していると言えよう
。開発した単元について，

吉村氏は
，義務の世界，契約の世界，マナーに基

づく世界というように「公共空間としての社会が
多重的な構造を持つことを理解する基盤の形成過
程
」12）となっていると述べられている。このよう

に
，吉村氏自身のこの開発単元に対する評価は，
一見，市民社会科の目指す理想的な市民の育成か

らは
，一歩退いた提案であるかのような評価となっ

ているＯ　しかし
，「考察過程で，子どもは国によ

る
一律的な規制だけが公共空間ではなく，人々の

合意のレベルは多様であり
，ここのケースにおい

て様々な選択を行っていることをとらえるJ13）こ
とができると述べられているように

，吉村氏は，

国を中心とする公共空間としての社会よりも
，自

由な意思による合意に基づいた契約やマナ
ーの世

界を強調していると言える
。さらに，明確な合意

に基づく関係だけが公共空間であるはずはなく
，

匚法や契約といった合意によって公共的空間の全
体像をとらえることには限界かおる

」と述べ，そ

こには匚社会科という教科としての境界線をも含
む重要な問題
」が含まれているとし，公共的空間

として社会に生きる市民の育成は
，現行の社会科

教育の枠に収まりきるものではないということを
示唆されている嚮
提案された携帯電話の使用禁止に関する授業自
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体は
，使用禁止が求められる様々な状況の分析か

ら
，公共空間としての社会のレベルの違いを認識

させることに覓点がおかれているが
，吉村氏が最

終的に目指しているのは
，それぞれのレベルにお

いてなされている議論の分析を通して
，自分かお

かれている社会のレベルを適切に認識し
，その状

況にあった判断や態度をとることができる市民の
育成であろう
。それが，市民社会科が目指す，市

民性の育成でということではないか
。そのように

考えたとき
，市民社会科の領域と従来の社会科の

領域とのズレが問題になってくる
。しかし，ここ

でまず考えたいことは
，社会科は理想としての市

民社会の構築や
，理想としての市民の育成を目指

すべきなのであろうかということである
。それら

を目標として掲げることは
，生き方の強制，特定

の価値観の注入につながらないか
。吉村氏は，確

かにこの点を憂慮され
，価値理念を無批判に教え

込む危険性は回避したいと述べられているが
，国

家との関係だけではなく個人間の関係性にまで踏
み込んで
，特定の問題に関して市民としてのおり

方を追求させるならば
，理想的な態度や行動を押

し付けるものにならざるを得ないのではないか
(例えば
，授業中や電車の中では強制されなくて

も携帯電話を使用しないとか
，ゴミを捨てる際に

は指示どおりにきちんと分別するというように)
。

あるべき理想的な社会の姿についての議論ができ
るのは
，国家と個人の関係においてではないか。

個人的な価値観や利害
，感情の入り混じった個人

間の関係にまで
，議論を拡大していくことには無

理がある
。道徳や特別活動であれば考えられなく

もないが
，少なくとも一教科としての社会科が担

うべきものではないのではなかろうか
。

(3)参加学習としての公民教育論
最後に
，参加学習について検討することにしよ

う
。竹澤伸一氏が提案している単元匚ごみの分別｣

は
，授業に生徒が社会と直接かかわる具体的な社

会参加活動を含んではいないので厳密には参加学
習とは言えないが

，最終的には生徒の社会参加を

促すことを目指している几このように
，行動化

を到達目標とし
，そのための授業構成上の工夫が

なされていることからここで取り上げて検討していくことにする。竹澤氏は，他者のことに関心も

-

持たないという子どもや若者の間に見られる他者
化の進行に言及して

，それを克服するための単元

開発が必要であると述べられている气竹澤氏に
よれば
，従来の公民教育研究の成果として報告さ

れている授業は
，教材に問題かおり他者化に歯止

めをかけることができない
。竹澤氏は，他者化を

克服するためには
，教材は，匚学習者が共有でき

る『問題』
」であり，匚その『問題』は学習者の生

活圏にある『問題』
」でなければならず，さらに，

生活圏の問題であっても
，携帯電話のようにスイッ

チ
一つの操作で解決できるものではなく，解決の

ために
匚大きなエネルギーが必要」なものでなけ

ればならないと述べられている17）
。そこで，竹澤

氏が選択した問題が
，ごみ問題である。授業の概

要は以下の通りである。
１。単元名
厂ごみの分別」２．単元目標
社会全体で進められているリサイクルの活動
に共感し
，自らも社会の一員としてごみの分別

を進めることができる
。

３．単元の展開
第一時：ごみ問題についての自らの考えを確認
したうえで
，家族のごみに対する考え方を聞

き取り，その結果について話し合う。
第二時：地元の市のごみ分別の方法やごみ処理
の仕方と，その目的について理解したうえで
自分たちにできることを考えさせるＯ
第三時：古紙再生や家電リサイクルの工場の仕
組みや
，そこで働いている人の仕事を理解し
たうえで，自分たちにできることを考えさせ
る。
第四時：環境保護に関わっている地元のＮＰＯの働
きや
，それに携わっている人々の考えを理解
し，自分たちにできることを考えさせる。

このように
，竹澤氏の開発された単元は，事実

と決断の
一元論の立場から，授業で示した祖父母

の生き方
，市の取り組み，リサイクルエ場の従業

員の仕事や考え方, NPO法人の構成員の取り組
みとい
った事実によって示唆される方向に生徒に

決断を迫っていくものとなっているll）
。竹澤氏は，

「『ゴミの分別』という行為の強制に結び
っけては

いけない
」，学習を通して「『ゴミ分別』への意欲

が高まってくれば良いJ19）と述べる
一方で，「

『ゴミの分別』意識を内部化し
，意欲を持って重

い腰を上げる子供」2°）が増えることを期待されて
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おり
，授業のねらいが，ゴミを分別するという態

度
・行動の形成にあることは明らかである。橋本

氏の研究では峻別されていた認識形成と態度形成
の過程や
，吉村氏が意識されていた公と私の世界

は竹澤氏の研究では全て
一体化しており，単元の

学習を通して
，日常生活の中で自主的にごみ分別

という行動をとる市民の育成が目指されている
。

そこには
，ごみ問題に関する行政の取り組みに対

する疑いや批判を差し挟む余地は全くなく
，ごみ

分別を奨励する事実だけが示され
，生徒の考えは

方向づけられていっている
。参加学習は，参加の

形（態度や行動）が固定化され絶対的な目標とし
て掲げられると
，授業する教師が強く意識せずと

も子どもの判断や意思決定を方向づけ
，認識を閉

ざしてしまうのではなかろうか
。竹澤氏の研究は

現代の子どもや若者の実態を憂い
，それを改善す

るために提案されたものであるが
，社会科の授業

は社会改善を目指すべきではなく
，どのような社

会を形成するかは子ども自身の判断にゆだね
，判

断のために必要な認識の形成と
，意思決定力の育

成に目標を限定すべきではなかろうか
。

（4）公民教育研究改善の方向性
以上
，法教育，市民社会科，参加学習論という

現在主張されている主な公民教育論（社会科教育
論）を取り上げて検討し

，問題点を指摘してきた

が
，三者に共通しているのは，いずれも公民教育

という限定された領域に多くのことを取り込み過
ぎているのではないかということである

。公民教

育だけで理想的な社会
，そしてその社会を形成す

る理想的な市民を育成し得るはずもないが
，取り

上げた教育論は
，いずれもそれを目指そうとして

いる
。そのため，認識と行動，公と私という両面

から子どもの人格形成に広くかかわり
，彼らの態

度や生き方の形成を方向付けることとなっている
。

このような問題が生じる背景には
，池野範男氏

が指摘されたような現代社会の状況がある
。少年

犯罪の多発やマナ
ーの悪さなど，若者の社会性や

道徳性の欠如が問題になっている
。また，投票率

の低下という現象に顕著に現れている若者の政治
離れも問題であるＯこれらの問題の原因の

一部は

学校教育のあり方にあって
，社会科または公民教

育に携わっているものは，その指摘を謙虚に受け

止めるべきである
。しかし，その全てを背負い込

む必要はないのではないか
。また，教科としての

社会科または公民教育にできることは限られてお
り
，授業によって社会を変えていくことは不可能

である
。先のような現象は，必要であればできる

限り社会のあらゆる教育活動を総動員して徐々に
改善していくべきものである

。公民教育は，個人

の成長（特に知的成長）に関わっていくべきであ
り
，各自がそれを踏まえてどのような社会を目指

し
，どのような生き方を選択するかについては強

制しないことはもちろんのこと
，公民教育の目標

とは切り離して考えるべきではなかろうか
。

以上のような検討をふまえて
，本研究において

は公民教育研究改善の方向性として，次の三点を
挙げたい。
①　公民教育のねらいを

，理想的な社会，市民の

在り方から考えるのではなく
，民主主義社会と

して最低限必要な条件は何か
，民主主義社会に

生きる市民として
，全ての人が最低限身に付け

ておくべき力（知識
，技能等）は何かというと

ころから発想していく。
②　公民教育は
，社会改善を直接的な目標としな

い
。あくまでも子ども一人ひとりが自分なりに

望ましい生き方を自由に選択することができる
ための基礎的な力の育成を目指すに留まる

。

③　公民教育の原理は
，対抗社会化であり，日常

生活
・学校生活を通して強力になされている社

会化に抵抗し
，自主的自立的に意思決定できる

個人の形成を目指す
。個人の最終的な意思決定

が
，社会の多数派の意思または個人を取り巻く

周辺の人々の意思に沿ったものであろうとなか
ろうと
，一度は，自分を取り巻く社会を対象化

し
，それを客観的に捉えたうえで判断・決定が

できるようになることが求められる
。それを，

できるようにするのが公民教育であり
，社会的

決定と同様の決断を個人に求めることではない
という立場をとる。
本研究では
，以上のような立場の思想的な基盤

として立憲主義に注目していきたい
。立憲主義を

基盤とする公民教育を構想することで
，以上の三

点の方向性にそった研究を進めることができるの
ではなかろうか。
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Ⅲ
。立憲主義に基づく公民教育改革
１．立憲主義の歴史的転回

本研究は
，立憲主義の立場から公民教育のあり

方を問い直そうとするものであるが
，その際に，

立憲主義における公と私の領域の区別という視点
に着目していきたい。

立憲主義について
，阪本昌成氏は，匚立憲主義

とは
，誰が主権者であっても，また，統治権がい

かに民主的に発動されている場合であっても
，主

権者の意思または民主的意思を法のもとにおこう
とする思想
」と定義されている21）。憲法は，人び

との間で生じた利害や意見の対立を調整し
，限ら

れた資源の配分の仕方を権力的に決定する統治と
いう行為を
，流動的で恣意的な政治にゆだねるこ

となく
，それを規律し安定化させるためのもので

あるＯそのために基本的な権利の保障と権力の分
立とを法の形式で確認する考え方が立憲主義なの
である
。阪本氏が，匚統治権がいかに民主的に発

動されている場合であっても
」と述べられている

のは
，立憲主義とは法の支配と同義であって，民

主主義が行過ぎた場合に歯止めをかける思想であ
り
，基本的には民主主義を万能としない前提をも

つ考え方であるということを意味している气自
由を保障することの結果が必ずしも民主を貫くこ
とにならず
，自由と民主という二つの概念はそれ

ぞれ独立して捉えねばならないと言える
。立憲主

義から憲法を考えるということは
，民主主義との

ジレンマの中で憲法のあり方を検討することにな
るのである。
近代において立憲主義をとる国家は

，基本的人

権を最大限尊重することを目的とするものであっ
た
。自由意志の主体となった人は市民と呼ばれ，

その自由意志に基づいて法的な関係を形成する
。

その領域が市民社会である
。国家は，当事者に故

意や過失があったり
，当事者の一方が約束を履行

しないときを除いては
，その領域には介入しない。

また
，公共的な事業を行なう場合を除いては市民

の財産権を侵害することもない
。つまり，立憲主

義国家の役割とは
，公共財を提供し，市民社会が

自立的に円滑に動くようにする基盤を作ることと
考えられるのである气したがって

，近代の立憲
主義のもとでは，世の中が，公的な領域である国

-

家と
，私的な領域の市民社会という二つに分けら

れ
，国家は市民社会にできる限り介入すべきでは

な
いということになった。

しかし
，このような近代立憲主義のもとで成立

した市民社会は
，私利私欲だけが追求される欲望

に基づく社会になるのではないかという警戒の目
で見られることとなった

。そして，市民社会に国

家が積極的に介入し
，貧富の格差を是正し正義を

実現すべきであるという考え方が出てくる
。こう

して
，国家は正義を実現するための強制力を持っ

た機構となった
。このような，自由に加えて正義

の原理も組み入れたのが現代立憲主義の考え方で
ある气近代立憲主義は

，合理的で自由な意思に

基づく個人を前提として市民社会を想定していた
が
，現代立憲主義は，そのような理性的な存在と

しての人間を前提とせず
，国家は，人間の私利私

欲から発生する弊害を予防または除去し
，各人の

生存に配慮するために公共政策を行なうものとし
て考えられる
。そのために，現代立憲主義は，近

代立憲主義のもとでは介入することのなかった市
民社会の領域にも進出をしていき

，各人が幸福と

なるための条件を，各人に対して約束し始めたの
である。

このように
，立憲主義は，そもそも公的領域と

私的領域を区別して
，私的領域の自由を保障する

変わりに公的領域において国家が権力を用いて規
律と安定を保っていこうという考え方であったが

，

徐々に私的領域である市民社会の正義を実現する
ために国家の介入を大幅に認めていく方向へ変化
してきたのである

。そして，現在，この現代立憲

主義国家については成果よりもそのマイナス面が
指摘されている
。それは，例えば，正義を実現す

るために必要な膨大なコストと国民の負担増であ
る
。しかし，それ以上に問題なのは，社会的な正

義を実現するためになされている政策が
，かえっ

て正義を破壊している現実であろう
。現代の立憲

主義は
，国家の個人の私的領域への介入を許して

まで正義の実現を目指したが
，成果を挙げられな

いばかりでなく国家や憲法に対する信頼を損ない
かけているとも言えよう气

立憲主義に関して
，このような公私の区別を強

調されるのは長谷部恭男氏である。長谷部氏は次
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のように述べられている26
）。

立憲主義は
，根底的に異なる価値観を抱く人々

が
，それでもなお平和に共存し，公平に社会生活

のコストと便益を分かち合う枠組みを築き上げて
いくための考え方である

。そのための基本的な手

立ては
，人の生活領域を公と私の場に人為的に区

分することである
。私の場では，大は自らの信ず

る価値観にしたがって
，その生を生きる。これに

対して
，公の場では，大は自らの信ずる根底的な
価値観を脇において，異なる価値観を抱く人々を
含めた
，社会全体の利益に貢献する政策や制度は

〕可かに関する
，理性的な討議と決定に参与する。

立憲主義の基本的な考え方は
，人々が同意でき

る枠組みを築き上げるために必要な枠組みを議論
する公の領域と
，人々が自ら信じる価値観に基づ

いて個歐的に生きる私の領域に生活を区分し
，私

の領域には立ち入らない代わりに
，合意できる部

分については枠組みをつくってそれを憲法として
共通に従っていくということである

。この立憲主

義の立場では
，国家権力の役割は限定される。す

なわち
，匚国家は人としての善い生き方がいかに

あるべきかを教えない
。それは各人が自分で考え，

自分で決断し
，改訂し，自ら生きるべきである」

ということになるのである几

以上のような立憲主義の立場から公民教育を見
直す時
，そもそも我々の社会は公と私の区別をす

ることによって理性的な議論が可能となり枠組み
が
っくられていったという点は示唆に富んでいる

のではなかろうか
。このことは，公民教育の原理

と範囲を示唆しているように思われる
。次節にお

いて
，この点を検討していくことにしよう。

２
．立憲主義の立場からの公民教育の改革

立憲主義の立場から公民教育を見直す視点を二
つ掲げたい
。それは，前提として，０公の領域

と私の領域の区別し
，目標を，２）公の領域にお

いて求められる資質の育成とすることである
。

第
一の視点である，公と私の領域の区別につい

て
。これは，現在の社会を多様な価値の並立する

価値多様化社会であるということを前提として
，

異なる価値観を持っているもの同士にも共通し得
る公益について考える部分と

，各自が，匚自分は

これが正しい
」と思う各々の信念に従って生きる

部分に分けるということである
。このことを，公

民教育で育成すべき学力に置き換えて考えるなら

ば
，科学的認識や社会的価値に対する認識は，公

の領域の問題について考える際に不可欠なもので
あり
，個人の価値観や感情は私の領域の問題に関

わるものである28)
。公民教育においては，この二

つの資質の育成を明確に区別し
，前者の資質の育

成を中核として教育内容や子どもの実態に応じて
徐々に後者の育成に関わっていくべきであろう

。

第二の視点は
，公民教育の射程を公の領域に限

定するということである
。学校教育は，どのよう

に生きるかという各自の生き方の部分については
立ち大らず
，各自が自分で意味や価値を見出すも

のとする
。すなわち，いかなる人の，いかなる生

き方も同等に扱い否定しない代わりに
，その部分

については自分に責任を持たせる
。公民教育で育

成するのは
，そこに到るまでの部分だけというこ

とになる
。一方，公の部分については，何か共通

のものとして最低限同意できるかを追究し
，それ

を社会の枠組みとしなければならない
。この公の

部分が政治であり
，この政治に参加できる能力を

身に付けさせる必要があるのである
。この区分は

非常に難しい
。どこまでが公で，どこからが私な

のか
，その境界はあいまいで，問題によって個別

に検討する必要があろう
。例えば，先に吉村氏が

教材として取り上げた携帯電話の問題であれば
，

自動車運転時の携帯電話の使用禁止や航空機の中
での使用の制限は公的な問題であるが

，公共の交

通機関内での携帯電話の使用は
，私的な領域の事

柄であり公民教育で議論すべきものではない(た
だし
，吉村氏が取り上げたニューヨーク市議会に

よる劇場での携帯電話使用禁止の条例制定などは
，

公と私の領域の区別を考えさせるうえでは
，興味

深い教材である)
。また，竹澤氏が取り上げたご

み問題に関して言えば
，日常生活の中でリサイク

ルを実際に行うか
，あるいは環境に関する市民運

動団体の活動に参加するかどうかは個々人の生き
方の問題であり
，私的領域の事柄である。社会科

の授業がそこまで射程に入れることは
，社会科ま

たは公民教育の目標を曖昧にするばかりか
，子ど

もの態度や行動を方向づけ
，認識を閉ざしてしま

うであろうＯ

公民教育は
，公の領域で市民として活動できる

ための資質の育成に限定すべきではないか。その
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場合
，科学的社会認識形成と合理的な思想形成が
中核となるのではなかろうか。

IV.個の自由に根ざした憲法学習の開発
１．授業構成の方針

立憲主義に基づく公民教育は
，個の自由を尊重

し
，生き方や個人的な価値観には介入せず公の領

域のみを対象とする
。その授業の対象となる領域

を具体的に示すと
，次の三領域が考えられる气

①　経済的な次元における公的問題
：市場経済に

よって供給されない公共財の提供に関する問題
②　政治的な次元における公的問題

：国民主権。

民主政治という統治の仕組や構造に関する問題
③　法的な次元における公的問題

：国民を規制す

る権力
（国家）の行為に関する問題
本研究では，③の法的次元の問題を取り上げるこ
とにしたい。

授業は
，取り上げた問題がなぜ公の問題となる

のかを解明していく過程となる
。そのために，た

とえ法的な問題であっても
，どのように判断する

かを問うのではなく
，なぜ，訴えが起こされたの

か
，問題は何か，なぜ，そのような判断がなされ

たのかを追究させる
ことになる。

授業構成は
，次の四段階から構成される。

第
一段階：問題状況の理解（ＨＯＷ）

第二段階
：問題に対する判断の根拠の追究（ＷＨＹ）

第三段階
：問題成立の根拠の追究（ＷＨＹ）

第四段階
：新たな問題の結果の予測（ＴＨＥＮ）

第
一段階において，まず，問題となっている事

柄についての事実を把握する
。そして，第二段階

では
，その問題に対してなされた判断の根拠を探っ

ていく
。この段階において，その問題を社会がど

のように解決しようとしているかを明らかにする
。

そして
，第三段階において，そもそも，なぜその

事柄が問題となるかを追究させる
。すなわち，そ

の社会において
，公私の境界がどのように設定さ

れているか
，私の領域にいかに国家がいかに介入

しているかを明らかにするのがこの段階である
。

最後に
，第四段階において，その境界設定の変更

によ
ってもたらされる事態を予測する。

以上のような学習を通して
，立憲主義に基づく

社会の構造を把握し，それがはらんでいるジレン

マに気づかせることができるのである。
２．単元設定の理由

テ
ーマには，匚経済活動の自由」を取り上げた。

経済活動の自由の保障のおり方は
，先に説明した

立憲主義の転回を明確に反映していると考えられ
るからである。

経済活動の自由は
，封建社会が解体され自由な

市場経済が確立するために不可欠の権利として要
求されたj,）
。この権利に基づいて匚私的自治の原

則
」と呼ばれる経済秩序が確立された。この状態

の国家が消極国家（夜警国家）と言われる
。しか

し
，この状態は，やがて富裕層には有利であるが，

経済的弱者の生活を破壊し生存の自由さえ脅かす
ものであることが明らかとなっていった

。そこで，

国家は市民社会に介入し
，弱者保護のためにして

私的自治を制限し
，最低限の生活を保障する一方

で
，経済の安定を確保するために経済活動の自由

を制限するようになった
。これが積極国家（福祉

国家）の姿である
。そして，今日では，このよう

な国家の介入がかえって問題視されるようになっ
てきている
。国家の過剰な介入は，弱者の生活を

保護しえず生きる基盤を破壊しているという事態
も見られるようにな

っているのである。

消極国家と積極国家の両者の間でバランスを取っ
ていくことが現実には必要なのであるが

，その調

和点を見出すことが求められているのである
。経

済活動の自由の制限の問題を追究させることで
，

立憲主義が抱えるこのような困難について考えさ
せることをねらいとした

。
３．単元の構成

経済活動の自由の制限に関して
，具体的には

匚薬局開設の距離制限に関する訴訟
」と，匚公衆浴

場の適正配置規制に関する訴訟
」を取り上げる。

この二つの訴訟は
，同じ経済活動の自由（職業選

択の自由）について争われながら
，裁判所の判断

が異なったものである
。なぜ，異なる判決が導き

出されたのかを考えさせることで
，憲法が保障す

る経済活動の自由がもたらす
，矛盾に気づかせる

ことができるＯ単元の概要は以下に示すとおりで
あるＯ
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工
。単元名　「経済活動の自由と日本国憲法」

（高等学校公民科「政治・経済」（1）現代の政治
ア　民主政治の基本原理と日本国憲法）２．単元のねらい
経済活動の自由に関する裁判事例の検討を通
して
，経済活動の自由の意味を把握するととも

に
，経済活動の自由は弱者保護のために国家に

よって制限されることがあること
，制限が行き

過ぎないように国民との関係で国家が守るべき
事柄が憲法に定められていることを理解する

。

そのうえで
，国家による経済活動の自由の制限

が，どのような状況をもたらすかを説明するこ
とができる。
３．単元構成（２時間構成）
導入～展開１：薬局開設の距離制限はなぜ違憲
と判断されたのか？
展開２～終結
：薬局開設の距離制限と公衆浴場

の適正配置規制では，なぜ判断が異なったの
か？
４
．到達目標（概念的説明的知識）

Ａ
．経済活動の自由とは，生活に必要な財やサー

ビスを生産したり
，売買したり，消費したりす

る活動が
，社会において自由に行なわれること

を保障することである。
Ｂ
．経済活動の自由を保障し，国が国民の経済生

活を規制することを極力避けた状況においては
，

社会的に弱い立場にある人は生活基盤を破壊さ
れ
，生命の自由さえ危うくなることがある。そ

のため
，国が国民の経済生活に介入して弱者保

護のために経済活動の自由を制限し
，彼らの最

低限の生活を保障しようとする。
Ｃ
．人々が経済活動の自由を享受しつつ安定した

生活をおくるためには
，国家が国民の経済生活

に介入しルールを制定して秩序を維持する必要
かおる
。その際に国家が国民との関係で守るべ

き事柄が憲法によって保障されており
，それが

経済活動の自由である。５．単元の展開
導入：かつて薬局を開設することを制限する法律があったことを確認させる。
展開エ
：「薬局開設の距離制限訴訟」と匚公衆

浴場の適正配置規制訴訟」についての資料を
提示し
，この訴訟について検討させる。
・訴訟の事実を確認する。
・憲法に規定された権利を確認する。
・経済活動の自由や職業選択の自由がなぜ保障されているのかを考察する。
・判決を確認し

，なぜそのような判決が下さ
れたかを考察する。
展開２：二つの訴訟において判決が異なった理
由を検討する。
・そもそも二つの訴訟で問題となっているよ

うな規制が必要とされる理由を考察する
。

・薬事法と公衆浴場法による規制の目的を考
察する。
・それぞれの訴訟の最高裁の判決理由から

，

規制の合理性の規準についての判断がどのように異なっているかを考察する。

-

・職業選択の自由が制限されるのはどのよう
な場合かを考察する。
展開３：職業選択の自由の保障が憲法によって
定められている理由をふまえて，それが制限
されるのはなぜかを探究させる。・職業選択の自由を制限する規準はどのよう
にして決定されるかを考察する。・いくつかの職業について，開設や配置が制
限されうるもの，開設や配置は制限されな
いが，そもそもその職業に自由に就くこと
ができないものかどうかを検討し，その理
由を考える
。それら以外に，資格や免許が

必要な職業にはどのようなものかおるかを
考える。
・それらの規制が全くなければ

，どのような
事態になるかを考察する。
・あらゆる職業に

，資格や免許が必要であっ

たらどうなるかを考察する
。

終結：職業選択の自由の制限のおり方について
考察する。・規制がより広い職業についてなされるよう
になったら，逆に，規制の範囲が狭められ
たらどのような事態になるか考察する。
・職業選択の自由の制限のあり方とその方法についてどうすべきかを考える。

小単元の構成は
，大きくは二つのパートに分か

れ
，導入部から展開１にかけては，匚薬局開設の

距離制限はなぜ違憲と判断されたのか
」という問

いを中心に追究させる
。そして，展開２から終結

部にかけての中心的な問いは
，「薬局開設の距離

制限と公衆浴場の適正配置規制では
，なぜ判断が

異なったのか
」となる。　１で示した四段階に合わ

せて詳しく説明すると
，まず，第一段階は，導入

部から展開１の半ばまでにあたる
。ここでは，薬

局開設の距離制限訴訟の事実を確認させている
。

次に
，第二段階は，展開工の途中から展開２まで

がそれに相当する
。薬局開設の距離制限に加えて

公衆浴場の適正配置規制を取り上げ
，両者の判断

が異なった根拠を追究させる
。第三段階に相当す

るのは展開３である
。ここでは，様々な職業につ

いて制限の有無や
，制限された場合にもたらされ

る事態を考えさせることで
，憲法に経済活動の自

由（職業選択の自由）が規定されている理由を明
らかにする
。最後に，終結部では，職業選択の自

由の制限と
，それによってもたらされる事態を説

明させ，単元は終結する。
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Ｖ。おわりに

本研究においては
，立憲主義の立場から公民教

育の検討を行なった
。憲法は，決して理想的な国

の姿や国民の生き方を示しはしない
。思想や価値

観が異なる人々がともに生活し
，互いに自分の幸

福を追求するために最低限何か必要かを示すだけ
である
。国家はそれを守り，国民に基本的人権を

保障しなければならず
，我々は，憲法を武器とし

て権力（国家）を監視し
，その力に対抗しなくて

はならない
。しかし，国家がなければ我々の生活

も成り立だない
。憲法にしても，国家にしても，

当たり前のように存在するものとして生徒に捉え
させるのではなく

，そこに書かれている理念を実

現するためには
，対立やジレンマが不可避である

こと
，それらの問題の解決は我々自身に委ねられ

ていることを認識させる必要かおる
。立憲主義の

立場から構想された公民授業は
，それを可能にす

るものではなかろうか。
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